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はじめに 2

◼ 2024年度の広域予備率の状況に基づく需給運用の課題として、第102回本委員会（2024年10月23日）にお
いて、「課題①：予備率算定の考え方」、「課題④：追加供給力対策の実施順位」の当面の対応を整理した。また、
「課題②：揚水発電の余力活用」について、電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討を進めることにした。

◼ この点、課題①・課題④について、第82回電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日）においても対応
の方向性の報告が行われた。

◼ また、課題②について、第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日）において方向性の審議が行われた。

◼ 本日は課題②の議論状況についてご報告する。

No. 検討課題 前回の整理

① 予備率算定の考え方

✓今冬に向けた対応として、週間・翌々日計画の広域予備率の考え方を整理した。
• 市場取引前の三次②や余力活用での対応見込み分を含めて調整力必要量を供給力に計上するこ

とでどうか

✓今後の運用状況を確認しつつ、今後の制度変更（需給調整市場の取引スケジュール変更等）や追加
供給力対策の恒久対策の整理の方向性を踏まえ、更なる見直しの要否の検討を進める。

② 揚水発電の余力活用
✓調整力不足時の対応策である、揚水事業者が定める余力範囲の考え方、一時的なTSO運用の考え方、
随意契約について、早期に導入可能な対応策の検討を電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討を
進める。

④
追加供給力対策の

実施順位

✓今冬に向けた、当面の暫定対応を整理した
• 具体的な変更点として、揚水発電の運用切り替え、余力活用電源の追加起動を8%未満、オーバー

パワー運転等を5%未満で実施することでどうか

✓恒久的な対応については、暫定対応時の運用状況も確認しつつ、詳細な検討を中長期的な課題として
整理を進める



（参考）検討課題の全体像 3

◼ 2024年度の広域予備率の状況に基づく需給運用の課題の全体像は以下の通り。
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出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）検討課題の全体像 4

◼ 整理すべき課題として4点が考えられ、今冬に向けた対策を早期に整備したうえで、恒久対策の整理を行うことにした。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


調整力不足時の揚水発電の余力活用について 5

◼ 一部のエリアにおいて、需給調整市場での調達や余力活用契約に基づく電源の追加起動を行ってもなお調整力を確
保しきれない課題が発生していた。

◼ この点について、調整力不足時に一時的なTSO運用を行うことや一部エリアで対応事例がある揚水発電の随意契
約を行うことを短期的な対応案として電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討を行うことにしていた。

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）調整力不足時の対応案について 6

出所）第102回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年10月23日開催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_102_01.pdf


調整力不足時の一時的なTSO運用の取扱いについて 7

◼ 調整力不足時の一時的なTSO運用については、揚水発電の所有者の事業者に大きな影響を与えることなく広域予
備率の改善にも資する措置であることから、一定の条件のもとで、一般送配電事業者の判断に基づいて実施すること
を認めることが整理された。

◼ 揚水発電の一時的なTSO運用に関しては、余力活用契約における個別協議事項として、一般送配電事業者と調
整力提供者の間で運用の詳細が定められている。この点について、必要に応じて事業者間で見直し協議が行い、完
了後に本運用が開始される見込みである。

運用主体変更の発動条件
①需給調整市場で調整力の調達未達が発生し、
②翌日計画の作成断面で余力活用電源の追加起動を行い調整力を確保しても、必要量を充足できない場合

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日開催）資料6より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf


（参考）制度設計・監視専門会合での議論状況 8

◼ 運用主体変更の発生頻度、調整力提供者への不利益等の観点から、調整力不足時に一時的TSO運用を行うと
の評価が行われた。

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日開催）資料6より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf


（参考）一時的なTSO運用を適用する場合のイメージ 9

◼ 需給調整市場で調達未達であり、かつ翌日計画の策定断面時に余力活用電源の追加起動により調整力確保を
行ってもなお必要量を充足できない場合において、揚水発電の一時的なTSO運用を行うことで調整力の確保を図る。
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（参考）揚水発電の余力の範囲が予備率に与える影響 10

出所）第101回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月30日開催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_101_01.pdf


（参考）揚水発電機の随意契約について 11

◼ 中部エリアではブラックスタート機能契約の揚水発電機のΔkWを随意契約で調達されている。

◼ この点について、他の一般送配電事業者において、次年度以降必要に応じて揚水発電機のΔkWを随意契約するこ
との検討の余地があるため、中部エリアでの運用状況の報告が行われている。

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日開催）資料6より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf


（参考）揚水発電の余力の考え方について 12

◼ 需給調整市場検討小委員会において、事業者にアンケートを行いながら、揚水発電の余力の考え方の検討が進め
られている。

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日開催）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_51_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_51_02.pdf


まとめ 13

◼ 課題②について、第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日）において方向性の審議が行われ、需給
調整市場での調達不足時に余力活用電源の追加起動を行ってもなお調整力必要量を充足できない場合には一時
的なTSO運用を行うことを認めることになった。

◼ これによって、今冬に向けて当面の対応の整理がある三つの課題について、対応方針の整理が完了した。

◼ 引き続き、今後の運用状況や制度設計・監視専門会合におけるインバランス料金制度に関する議論状況を踏まえ、
今後の恒久対策の検討を進めていく。

No. 検討課題 検討状況

① 予備率算定の考え方

✓今冬に向けた対応として、週間・翌々日計画の広域予備率の考え方を整理した。
• 市場取引前の三次②や余力活用での対応見込み分を含めて調整力必要量を供給力に計上するこ

とでどうか

✓今後の運用状況を確認しつつ、今後の制度変更（需給調整市場の取引スケジュール変更等）や追加
供給力対策の恒久対策の整理の方向性を踏まえ、更なる見直しの要否の検討を進める。

② 揚水発電の余力活用
✓需給調整市場での調達不足時に余力活用電源の追加起動を行ってもなお調整力必要量を充足できな
い場合には一時的なTSO運用を行うことを認める

④
追加供給力対策の

実施順位

✓今冬に向けた、当面の暫定対応を整理した
• 具体的な変更点として、揚水発電の運用切り替え、余力活用電源の追加起動を8%未満、オーバー

パワー運転等を5%未満で実施することでどうか

✓恒久的な対応については、暫定対応時の運用状況も確認しつつ、詳細な検討を中長期的な課題として
整理を進める



（参考）今夏の実績に対する暫定対策効果の概算について 14

◼ 課題①②④の暫定対策の効果量について、夏期の実績から概算で算出した結果は下表のとおり。

◼ いずれも評価基準に対して最も回数の多かった東京エリアを対象にして算定。

◼ 今冬の実績についても引き続き注視していく。

No. 検討課題 評価基準 今夏の実績
暫定対策適用時

の概算
概算の条件

① 予備率算定の考え方
供給力提供準備通知発出日

(東京エリア)
35日

25日
(約3割減)

4/1～9/30の間で供給力提供準備通知が
発出された日の最小予備率コマの供給力に需
給調整市場の週間市場における複合約定の
未達量と三次②必要量テーブルの平均値を加
算してなお、広域予備率が8%未満となった日
数をカウント

② 揚水発電の余力活用
供給力提供通知発出コマ数

(東京エリア)
274コマ

116コマ
(約6割減)

4/1～9/30の間で翌日計画にて供給力提供
通知が発出されたコマに対して、余力活用で
調整力提供者の余力の範囲から控除されてい
た池の貯水量を元に供給力を加算してもなお、
広域予備率が8%未満となったコマ数をカウン
ト

④
追加供給力対策の

実施順位
発動指令電源発動回数

(東京エリア)
10回

5回
(約5割減)

発動指令を含む広域予備率8%未満の対策
と5%未満の対策で入れ替わりとなったものの
平均効果量が同程度であったことから、4/1～
9/30の間において広域予備率5%未満の追
加供給力対策を実施した日数をカウント



（参考）補正料金算定インデックスに係る議論状況 15

◼ 第3回制度設計・監視専門会合において、現在の補正料金算定インデックスの課題から、見直しの方向性の検討が
始められている。

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日開催）資料5
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_05_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_05_00.pdf

